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 開  会  

 議  長  総務課長 

 総務課長  おはようございます。 

 開会に先立ちまして、町民憲章の朗読をお願いしたいと思います。 

 御唱和お願いします。私が「一」と言いますので、本文のみ続けて御唱和をお願い

します。よろしくお願いします。 

一つ、私たちは、豊かな自然に満たされた筑前町をつくります。 

一つ、私たちは、伝統と文化を守り育てる筑前町をつくります。 

一つ、私たちは、平和を願い、命を大切にする筑前町をつくります。 

一つ、私たちは、人を思いやり、共に支え合う協働の筑前町をつくります。 

一つ、私たちは、こどもが元気で健やかに育つ筑前町をつくります。 

一つ、私たちは、健康で希望に満ち、活気と笑顔あふれる筑前町をつくります。 

 ありがとうございました。 

 議  長  本日の出席議員は、１５人につき定足数に達しております。 

 ただいまから、平成３０年第４回筑前町議会定例会を開会します。 

（１０：００） 

 日程第１  

 議  長  日程第１「会議録署名議員の指名」を行います。 

 本定例会の会議録署名議員は、会議規則第１２４条の規定によって、 

２番 田口讓司議員及び３番 横山善美議員を指名します。 

 日程第２  

 議  長  日程第２「会期の決定について」を議題とします。 

 お諮りします。 

 本定例会の会期は、本日１２月５日から１４日までの１０日間としたいと思いま

す。 

 これに御異議ありませんか。 

 （異議なし） 

 議  長  異議なしと認めます。 

 したがって、会期は、本日から１２月１４日までの１０日間と決定しました。 

 日程第３  

 議  長  日程第３「町長のあいさつ及び提案理由の説明」を求めます。 

 町長 

 町  長  おはようございます。 

 本日は平成３０年第４回定例会を招集しましたところ、全員御出席いただきありが

とうございます。 

 一言御挨拶申し上げます。はや師走でございます。筑前町の１年間を振り返る時期

になりました。本年の特筆すべき出来事は、まず、７月の集中豪雨災害であろうかと

思います。総額３０億円からの公共農林業災害、また、民間施設等も甚大な被害に見

舞われました。国の激甚災害の指定を受け、今、懸命の復旧事務に取り組んでいる最

中でございます。 

 また、夏場におきましては、記録的な猛暑の日々でございました。全国的に、学校

の空調施設整備問題がクローズアップされました。本町は既に整備済みでありました

ので、その施設と町単独の指導主事配置等を活用したアフタースクールの取り組み

は、保護者のみならず、町内外の注目を集めていると言えます。成果を期待するとこ

ろでもございます。 

 ほかにさまざまございますが、本定例会は平成３０年のみならず、議員任期４年間
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の締めくくりの定例会でもあります。４年間を振り返りながらの御意見も伺えたらと

考える次第でございます。 

 それでは、本日提案します議案１２件の説明を申し上げます。なお、今会期中に追

加議案の上程を予定していますので、このことにつきましてもよろしくお願いいたし

ます。 

 議案第３６号、権利の放棄につきましては、不納欠損処理を行うに当たり、水道加

入金及び水道料金に係る請求権を放棄することについて、地方自治法の規定により議

会の議決を求めるものです。 

 議案第３７号、筑前町議会議員の議員報酬及び旅費等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定につきましては、特別職等の職務や責任の度合いに応じた給与・報酬等

を保障するため、筑前町特別職報酬等審議会に諮問した結果、給与・報酬等の増額改

定の答申を受けたことにより、当該条例の一部を改正しようとするため、議会の議決

を求めるものです。 

 議案第３８号、筑前町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例の制定につきましても、特別職等の職務や責任の度合いに応じた給

与・報酬等を保障するため、筑前町特別職報酬等審議会に諮問した結果、給与・報酬

等の増額改定の答申を受けたことにより、当該条例の一部を改正しようとするため、

議会の議決を求めるものです。 

 議案第３９号、筑前町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につきまし

ては、国民健康保険制度の財政運営の責任主体が都道府県となり、国民健康保険事業

特別会計の財政収支の改善、安定化が求められることから、赤字の解消、削減を図る

ために、国民健康保険税の税率の改定を行う必要が生じたことにより、議会の議決を

求めるものです。 

 議案第４０号、筑前町分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定につきまして

は、平成３０年７月豪雨により発生した甚大な災害における関係受益者の負担軽減を

図るため、当該条例の一部を改正する必要が生じたことにより、議会の議決を求める

ものです。 

 議案第４１号、筑前町営住宅設置条例の一部を改正する条例の制定につきまして

は、老朽化による福島団地の解体及び東小田団地建てかえによる地番の変更に伴い、

当該条例の一部を改正する必要が生じたことにより、議会の議決を求めるものです。 

 議案第４２号、筑前町防災会議条例の一部を改正する条例の制定につきましては、

災害対策基本法の一部改正に伴い、当該条例の一部を改正する必要が生じたことによ

り、議会の議決を求めるものです。 

 議案第４３号、筑前町災害対策本部条例の一部を改正する条例の制定につきまして

も、災害対策基本法の一部改正により当該条例の一部を改正する必要が生じたことに

より、議会の議決を求めるものです。 

 議案第４４号、平成３０年度筑前町一般会計補正予算（第６号）につきましては、

補正額４億８,４００万３,０００円を増額し、補正後の歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１３５億３,４６９万５,０００円とするものです。主な補正内容としまし

ては、町債の繰り上げ償還を行うことなどによる公債費４億６６８万１,０００円、災

害復旧事業費の精査による災害復旧費４,３８０万１,０００円などを増額するととも

に、三輪小学校第２学童保育所の建設が中止となったことにより、その関連経費２,

６９５万１,０００円などを減額するものです。 

 議案第４５号、平成３０年度筑前町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

につきましては、補正額５,９２４万５,０００円を増額し、補正後の歳入歳出予算総

額をそれぞれ３４億２,９０１万１,０００円とするものです。 
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 議案第４６号、平成３０年度筑前町下水道事業会計補正予算（第２号）につきまし

ては、収益的収入及び支出の予定額をそれぞれ３３万７,０００円減額し、収益的収入

及び支出総額をそれぞれ１４億４,８３２万８,０００円とするものです。また、資本

的収入の予定額を３３万７,０００円増額し、総額３億２,０１８万３,０００円とし、

資本的支出の予定額を３３万７,０００円増額し、総額７億２,６９５万８,０００円と

するものです。 

 議案第４７号、平成３０年度筑前町水道事業会計補正予算（第１号）につきまして

は、収益的収入の予定額を３３３万４,０００円減額し、収益的収入総額を４億３,７

８１万５,０００円、収益的支出の予定額を１５１万８,０００円増額し、収益的支出

総額を４億６,６３６万８,０００円とするものです。 

 以上が、本日提案しました議案等の提案理由でございますが、いずれも重要な案件

でございますので、慎重に御審議の上、御賛同賜りますようお願い申し上げ、開会に

当たりましての御挨拶と議案等の説明といたします。よろしくお願いいたします。 

 議  長  町長の提案理由の説明が終わりました。 

日程第４～ 

日程第１５ 

 

 議  長  会議規則第３５条の規定により、日程第４から日程第１５までを一括議題としま

す。 

 お諮りします。 

 一括議題とした日程第４ 議案第３６号から日程第１５ 議案第４７号までは、議

案の説明のみを行いたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

 （異議なし） 

 議  長  異議なしと認めます。 

 それでは、順次議案の説明を求めます。 

 議案第３６号。 

 上下水道課長 

上下水道課長  おはようございます。 

 それでは、議案第３６号についての御説明に入らせていただきたいと思います。 

 議案書の２ページをお開き願いたいと思います。 

 議案第３６号「権利の放棄について」 

 地方自治法第９６条第１項第１０号の規定によりまして議会の議決を求めるもの

でございます。 

 本日付提出、町長名でございます。 

 提案理由につきましては、先ほど町長が説明したとおりでございます。 

 それでは、具体的な中身について御説明申し上げます。 

 １番の権利の内容については、水道加入金に係る請求権２７万４,０００円、水道料

金に係る請求権といたしまして１９万１７９円となっております。 

 ２の権利の相手方でございますけれども、筑前町水道加入金の債務者といたしまし

て個人４名、筑前町水道料金の債務者といたしまして個人１１名と法人３社となって

おります。 

 放棄の理由でございますが、ここに記載のとおり、債務者１、加入金１２万６,００

０円、料金１万４,０７０円、債務者２、加入金４万３,０００円、料金４,４１０円、

債務者３、加入金６万３,０００円、料金５万３,５２４円は全て個人によるものでご

ざいます。理由といたしましては、破産免責許可が決定したためでございます。 

 債務者４、料金３,４９６円、債務者５、料金４,２６８円につきましては、法人２
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社によるものでございます。理由といたしまして、破産手続終結が決定したためでご

ざいます。 

 債務者６、料金１万３,６０８円、こちらについても法人１社によるものでございま

す。理由といたしましては、破産手続廃止が決定したためでございます。 

 債務者７、加入金４万２,０００円、債務者８、料金４,４１０円、こちらは個人２

人によるものでございまして、債務者は死亡によりまして、相続人は相続放棄をした

ためでございます。 

 債務者９、料金１万６,９０５円、債務者１０、料金１,７３６円、こちらも個人２

人によるものでございます。職権消除により行方が不明で、徴収が見込めないためで

ございます。 

 債務者１１、料金１万３,２３０円、債務者１２、料金４,４１０円、債務者１３、

料金５,７２４円、債務者１４、料金２万６,３６０円、債務者１５、料金２万４,０２

８円、こちらについては全て個人５名によるものでございます。転出後、所在が不明

で徴収見込がないためとなっており、債権の回収が見込めず、権利を放棄いたしまし

て、不納欠損処理を行うものであります。 

 以上で、筑前町水道事業の権利の放棄についての御説明に代えさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  議案書の３ページをお願いします。 

 議案第３７号「筑前町議会議員の議員報酬及び旅費等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名でございます。 

 提案理由につきましては、先ほど町長が説明されましたので省略をいたします。 

 続きまして、４ページをお願いします。 

 筑前町議会議員の議員報酬及び旅費等に関する条例の一部を次のように改正する。 

 現行、改正案を記載させていただいております。 

 改正案としては、議長、月額３４万９,０００円、副議長、月額２９万７,０００円、

議員、月額２８万円でございます。 

 なお、附則としてこの条例は平成３１年４月１日から施行する、でございます。 

 以上、提案いたします。よろしくお願いします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  続きまして、議案書の５ページをお願いします。 

 議案第３８号「筑前町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名でございます。 

 提案理由につきましては、先ほど町長から説明がありましたので省略をさせていた

だきます。 

 続きまして、６ページをお願いします。 

 筑前町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を次のよう

に改正する。 

 現行と改正案を記載させていただいております。 

 改正案として、町長、給与月額８１万３,０００円、副町長６５万円、教育長５９万

３,０００円。 

 なお、附則として、この条例は平成３１年４月１日から施行する。 
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 以上、提案いたします。よろしくお願いします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  議案書の７ページをお開きください。 

 議案第３９号「筑前町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名でございます。 

 提案理由は、町長説明のとおりでありますので省略をさせていただきます。 

 今回の国保税条例の一部改正でございますけれども、国保特別会計の赤字削減を図

り、国保会計の安定した財政運営を行っていくための方策の一つとして、平成２７年

度の改定以来、国保税率の改定を行おうとするものであり、今回の国保税改定につき

ましては、国保運営協議会で国保財政の現状からしてやむを得ないものと判断され了

承いただき、今回の国保税率改定の提案をさせていただいております。 

 議案書の８ページから１２ページが国保税条例の一部改正案であり、アンダーライ

ンが今回、税改定する率と額となっております。 

 全員協議会でも使用させていただきました資料のほうが改正案の確認がわかりや

すいかと思いますので、議案書とあわせて御説明をさせていただきたいと思っており

ます。また、その資料の一部に誤りがあり、差し替え版を改めて配付させていただき

ましたこと、大変申し訳ございません。また、説明に要する時間が多少長くなります

が、よろしくお願いしておきたいと思っております。 

 それでは、議案書は８ページから、資料は１ページになります。 

 国保税につきましては、表１国保税率に記載しています基礎課税額医療分、後期高

齢者支援金、介護納付金の三つの合計額が国保税となり、今回の条例一部改正につき

ましては、三つ全てを見直す内容となっております。 

 国保税条例第４条から９条までが税率と税額を規定しており、第４条から第６条ま

では国民健康保険税のうち、基礎課税額医療分の税率及び税額を規定しております。 

 第４条の所得割額、１００分の７.７を１００分の８.０、第５条の均等割額２万４,

０００円を２万７,０００円、第６条の平等割額２万５,０００円を２万７,０００円、

また第６条第１項第２号の特定世帯１万２,５００円を１万３,５００円、第３号の特

定継続世帯１万８,７５０円を２万２５０円に改定しようとするものです。 

 続きまして、第７条から第８条までは後期高齢者支援金の税率及び税額を規定して

おります。 

 第７条の所得割額１００分の２.１を１００分の２.７、第８条の均等割額７,０００

円を８,０００円、第８条の２の平等割額７,０００円を９,０００円、また第８条の２

第１項第２号の特定世帯３,５００円を４,５００円、３号の特定継続世帯５,２５０円

を６,７５０円に改正しようとするものです。 

 次に、第９条は介護納付金の税率及び税額となります。 

 第９条の所得割額１００分の２.０を１００分の２.１に改正しようとするもので

す。なお、均等割額と平等割額につきましては、今回改正予定はございません。 

 次に、第２２条は国保税の減額を規定しております。均等割額と平等割額を改正す

ることに伴い、軽減額の改正も必要でありまして、第２２条第１項第１号は７割軽減、

第２号は５割軽減、第３号は２割軽減の額となり、現行と改正後の軽減額は、資料で

いきますと、１ページの表２から表４の記載のとおりとなっております。 

 議案書の１２ページをお願いいたします。 

 附則、この条例は平成３１年４月１日から施行するものです。 

 以上が、国保税条例の一部を改正する条例の制定しようとする内容です。 

 国保税率改定案の考え方について、御説明を申し上げておきたいと思っておりま
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す。 

 まず、現状と課題です。国民健康保険事業は高齢化の進行や高度医療技術の進歩等

による医療費の増大、構造的な問題も抱え、多くの自治体が極めて厳しい財政状況を

強いられ、平成２９年度まで一般会計からの繰り入れに頼らざるを得ない状況にあ

り、本町におきましても、赤字補填のため、一般会計からの法定外繰り入れを平成１

９年度から行い、２５年度からは法定外繰入金は１億円を限度とし、残りの赤字額に

つきましては翌年度に繰り越し、繰り上げ充用手続きをしている状況でございます。 

 近年、赤字額は縮減されている状況でもございますが、２９年度末の累積赤字額は

約１,９００万円と、赤字額解消とまでは至っておりません。この間の対策としまして、

２７年度に国保税率の引き上げ改定を行いましたけれども、被保険者所得の減少等に

より、予定していた国保税の増額に届かなかったこと、被保険者数は減少しているも

のの、総医療費が増加したことにより、改善を図ることができませんでした。 

 この国保会計の改善を図るために、平成３０年度から国保財政運営が県主体となる

制度改革が始まり、一般会計からの赤字補填での法定外繰入金の解消指導、その上で、

赤字解消を含めた安定的な国保財政運営の取り組みを進めていかなければならない

中で、税収確保が必要であり、あわせて医療費抑制のための特定検診受診率向上対策

の強化、重症化予防対象者への早期介入、要医療者への受診勧奨を行い、町全体の健

康意識の向上を図る取り組みもさらに進めていく必要があると考えております。 

 そして、平成３０年度からの国保制度改革により、県へ納付金を納める仕組みとな

っており、納付金は、県が保険料収納必要額を市町村ごとの被保険者数と所得水準で

案分し、それぞれに医療費水準を反映することにより、市町村ごとの納付金を決定し

ております。 

 本町の３０年度の納付金につきましては、国費や県費を活用して、負担減となるよ

うな激変緩和措置が取られ、総額約４,３００万円が負担緩和額となり、本来、納めな

ければならない額を納めなくてよいということになっております。 

 本町が３１年度も負担緩和措置団体になるかは不明でございますが、この負担緩和

対策も平成３２年度まででございまして、負担緩和を受けている団体及び赤字団体

は、一般会計からの赤字補填での法定外繰り入れに頼らず、本来の保険税水準等にな

るような対策を講じていかなければなりません。この負担緩和額と平成３０年度当初

予算で赤字補填として一般会計からの法定外繰入金を足した約５,８００万円が、最低

でも現時点での予算上での実質の赤字額であり、国保税収不足額でもあります。 

 また、９月補正で対応しました交付金返還金の補正額約４,６００万円も一般会計か

らの法定外繰入金であるため、不足額はさらに増額となっており、これを加えますと、

平成３０年度だけでも１億円を超えるものでございます。 

 これらを踏まえ、状況は毎年度変わりますけれども、平成３０年度当初予算計上し

ています国保税収額に最低でも実質の赤字額を加えた額を税収必要額として捉え、応

能割と応益割が偏らず、５０対５０となるように、そして、調定課税対象所得は変動

しますので、９月末現在での数値と当初予算編成、納付金算定で使用した収納率で試

算検討を行いました。しかしながら、税収必要額までの税率改定は被保険者への負担

増に厳しさを増しますし、情勢も変動することから、まずは一般会計赤字補填解消と

なる目安の税収額を目標収納額とする税率改定を３１年度に行い、３０年度決算状況

やこれ以降の情勢を見極めたいと考えております。 

 この改定を行いましてもやはり状況が変わらず税収不足となるようでございまし

たら、激変緩和措置が終わる平成３２年度までに、情勢を踏まえ見直しを行い、必要

に応じて、再度、税率改定を行い、安定した国保財政運営を目指さなければならない

と考えている状況でございます。 
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 今回の税率改定案でいきますと、資料でいけば２ページになりますけれども、基準

日は９月末時点で試算したものであり、表４の全体賦課額の合計欄にあります約６,

０００万円が９月末時点で税率引き上げによって増額となる国保税見込み額という

ことになり、この全体賦課額を被保険者数で割った額が一人当たり賦課額の増額分と

なり、年間で一人当たり賦課額が単純平均で約９,０００円の増額となる見込みでござ

います。ただし、これは変動するものであり、あくまでも試算時点での見込みとなり

ます。 

 今回の国保税条例改定案は、国保被保険者の負担増となる内容ではございますが、

これまで１１年間、一般会計から１２億円を超える法定外繰り入れを行ってきたこ

と、これに伴い、一般会計の財政を圧迫している要因の一つとなっていること、制度

改正により赤字補填での一般会計からの法定外繰入金の解消指導があること、赤字削

減解消計画も策定しなければならない見込みであること、３０年度納付金で負担緩和

措置を受けていること、今後も医療費等の増加により国保会計は厳しいものがあるこ

とが予想され、並行して健康増進事業を始め、医療費抑制対策に取り組みを進め、保

険者努力支援制度による収入確保にも努めてまいりますが、安定的な継続した国保財

政運営の取り組みを進めていく上で、今回の国保税率の引き上げ改定につきましては

必要な措置であることから、提案をさせていただくものでございます。 

 以上で、長くなりましたが説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 議  長  建設課長 

 建設課長  議案書の１３ページをお願いいたします。 

 議案第４０号「筑前町分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付提出、町長名でございます。 

 提案理由につきましては、先ほど町長より述べられましたので、省略をさせていた

だきます。 

 次の１４ページをお願いいたします。 

 今回、御提案申し上げます分担金の一部改正案につきましては、そこに記載してい

るとおりでございます。 

 平成３０年７月豪雨による災害復旧事業に係る受益者負担率の特例としまして、１

１、筑前町分担金徴収条例第４条の規定により、同条の別表にございます受益者の負

担率を、４の災害復旧事業の農林水産施設災害復旧事業の町単独につきまして、一部

変更しようとする案でございます。 

 具体的な受益者の負担率の改正案につきましては、町単独事業で（１）農地の負担

率、現行４０％を１０％に、（２）の施設、３０％を１０％に変更する案でございま

す。最終的な双方の負担割合につきましては、農地が現行、町６０％、受益者４０％

が、町９０％、受益者１０％に変更でございます。施設につきましては、現行、町７

０％、受益者３０％が、同じく９、１の割合に変更し、受益者に対し負担の軽減対策

を図るものでございます。 

 附則、この条例は公布の日から施行し、改正後の筑前町分担金徴収条例は平成３０

年７月６日から適用する。 

 以上でございます。よろしくお願いします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  議案第４１号「筑前町営住宅設置条例の一部を改正する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名でございます。 
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 提案理由につきましては、先ほどの町長の説明のとおりでございますので省略いた

します。 

 １６ページの新旧対照表を御覧願います。 

 筑前町営住宅設置条例の一部を改正する条例。 

 筑前町営住宅設置条例第１０５号の一部を次のように改正する。 

 別表のアンダーライン部で、現行にあります福島団地の解体に伴い、改正案のとお

り、名称、位置を削除し、また、東小田団地の建て替えに伴い、現行の位置、筑前町

東小田３４８０番地を、改正案のとおり、筑前町東小田３４８０番地１と改正するも

のです。 

 附則、この条例は公布の日から施行するものでございます。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  議案書の１７ページをお願いします。 

 議案第４２号「筑前町防災会議条例の一部を改正する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名です。 

 提案理由は、町長説明のとおりでございますので省略いたします。 

 １８ページの新旧対照表を御覧願います。 

 今回の改正は、法改正による防災会議等災害対策本部の組織の役割の見直し、明確

化を図るものです。 

 右側の現行第２条の所掌事務の２号、「筑前町の地域に係る災害が発生した場合に

おいて、当該災害に関する情報収集すること」については、現行、防災会議の所掌事

務となっておりますが、災害時の対応として、災害対策本部で一元的に行うことが効

果的であり、災害対策基本法で、情報収集は災害対策本部の事務と明記されたことか

ら、防災会議の所掌事務から削除をするものです。 

 代わって、左側の改正案第２条２号、「町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に

関する重要事項を審議すること」を、防災に関する諮問機関としての機能強化の観点

から所掌事務に入れ込むものです。 

 また、次の３号で、前号の町長の諮問に対する答申を追加するものです。 

 あわせて、第３条５項４号で、「防災会議の構成委員に甘木・朝倉広域市町村圏事

務組合消防本部のうちから町長が任命するもの」を追加するものです。現行、消防署

員は８号の「そのほか町長が必要と認める者」の枠から出席をいただいておりますが、

地域防災の要として、その重要性から、個別に構成委員として明記をするものです。 

 附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するとしております。 

 続きまして、議案書の１９ページをお願いいたします。 

 議案第４３号「筑前町災害対策本部条例の一部を改正する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名です。 

 提案理由は、町長説明のとおりでございますので省略をいたします。 

 ２０ページの新旧対照表を御覧願います。 

 今回の改正は、法改正による対象条項の変更に伴うものです。 

 従来の災害対策基本法は、災害対策本部の規定において、市町村と都道府県を同一

に定めておりましたが、新たに法第２３条の２として市町村分が別個に規定されたこ

とから、対象条項を変更するものでございます。 

 附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するとしております。 

 以上で説明を終わります。 
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 議  長  財政課長 

 財政課長  議案書２１ページをお願いします。 

 議案第４４号「平成３０年度筑前町一般会計補正予算（第６号）について」 

 平成３０年度筑前町一般会計補正予算（第６号）を別冊のとおり提出する。 

 本日付、町長名です。 

 別冊の平成３０年度一般会計補正予算（第６号）をお願いします。１ページをお願

いします。 

 平成３０年度筑前町の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４億８,４００万３,０００円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３５億３,４６９万５,０００円とす

るものです。 

 第２条、地方自治法第２１４条の規定により、債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、第２表、債務負担行為による。 

 第３条、地方債の変更は、第３表、地方債補正による。 

 ６ページをお願いします。 

 第２表、債務負担行為につきましては、各小中学校の定期清掃業務委託事業が平成

３０年度をもって現在の委託契約が終了することから、平成３１年度から３５年度ま

での業務委託を行うに当たり、債務負担行為を設定するものであります。 

 次に７ページ、第３表、地方債補正につきましては、臨時財政対策債、一般会計出

資債、災害復旧事業債の限度額を増額するものです。補正額の限度額合計が６億４,

０６５万９,０００円となります。 

 歳出のほうから主なものを説明いたします。１３ページをお願いします。 

 なお、説明に当たりまして、人件費につきましては４月の人事異動などに伴うもの、

補助金の返還金は前年度補助金確定に伴う補正でありますので、説明を省略いたしま

す。 

 ２款１項１５目ふるさと応援基金費の６１２万２,０００円は、ふるさと応援基金の

増額に伴い、基金積立を増額するものです。 

 １８目総合支所総務費の修繕料１１３万４,０００円は、高圧受変電設備の修繕が必

要になったことによるものです。 

 １４ページです。 

 １９目企画費の８節報償費から１３節委託料までは、ふるさと応援寄附金の増額に

伴う経費の増額です。 

 ３４目地方創生費の１５節工事請負費３６２万９,０００円は観光農園圃場への進

入道路整備、１８節備品購入費８６万４,０００円は肥料などを運ぶための運搬車を購

入するものです。 

 １５ページです。 

 ３款２項１目児童福祉総務費の１２節役務費から、１６ページの１３節委託料、１

５節工事請負費の減額は、三輪小第２学童保育所建設中止によるものです。 

 ５目子ども医療対策費は、当初の見込みよりも医療費の伸びが大きいために、６７

８万８,０００円を増額するものです。 

 ４款１項５目環境衛生費の１９節負担金補助及び交付金３３３万４,０００円の減

額は、上水道の高料金対策経費の繰入基準額の変更による減額です。 

 １７ページです。 

 ５款１項３目農業振興費の１節報酬から１８節備品購入費までと、１９節の研修会

負担金２２万円につきましては、地域おこし協力隊員２名の採用が見込めないことに

より減額をするものでございます。 
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 １８ページです。 

 ５款１項５目農地費の３６４万５,０００円の増額は、両筑平野用水二期事業の増額

により、町負担分の支出が必要となったものであります。 

 ６目農業土木費５６０万円の増額は、豪雨災害による、ため池や水路などの農業用

施設の補修が必要なことから、地元施工に対する補助金を増額するものです。 

 ８款消防費につきましては、消防第３分団に配備する消防ポンプ車へのホースらく

車などの装備等に要する費用です。なお、消防ポンプ車は消防庁から無償貸与されま

す。 

 １９ページです。 

 ９款５項三輪小学校費の修繕料８８万７,０００円は、給食室洗浄用給湯器故障によ

り修繕が必要となったものです。 

 ９款７項三輪中学校費の使用料７９万３,０００円の増額は、中体連大会におきまし

て、例年以上に上位大会への進出が多くなったことによるものです。 

 ２０ページです。 

 ９款１０項１目１１節消耗品費２万６,０００円と委託料の３０万５,０００円は、

うぐいすマラソン大会を本年度から多目的運動公園で開催するに当たりまして、会場

設営等に要する経費を増額するものです。 

 １９節の１８万２,０００円は、全国規模大会出場者の増加によりまして、助成金の

増額を行うものです。 

 １０款災害復旧費は、事業費の精査により増額が必要となったものです。 

 １項農林水産業施設災害復旧費が８５９万４,０００円の増、２項公共土木施設災害

復旧費が３,５２０万７,０００円の増となります。 

 １１款公債費は４億６６８万１,０００円の増額です。今年度の公債費を軽減するた

め、繰り上げ償還を行うものが主なものでございます。今回のこの繰り上げ償還によ

りまして約２,２４０万円の利子が減額となります。 

 次に、歳入の説明をいたします。１０ページをお願いします。 

 主なものを説明します。 

 ９款、１０款、１１款につきましては、額の確定によるものです。 

 １３款１項５目の県営土地改良事業分担金は、両筑平野用水事業の増加によるもの

です。１０目災害復旧費分担金は、農林水産施設災害復旧費分担金の受益者負担率の

引き下げにより、４８８万３,０００円の減額です。 

 １５款１項国庫負担金は、３目民生費国庫負担金が１０２万８,０００円の増、１０

目災害復旧費国庫負担金が、負担率の精査等に伴いまして６８１万１,０００円の減で

す。 

 １１ページです。 

 １５款２項２目総務費国庫補助金は、マイナンバーカード関連システムの改修に対

する補助金です。３目民生費国庫補助金１,７１４万２,０００円の減額は、三輪小第

２学童保育所建設中止によるものです。 

 １５款３項国庫委託金の基礎年金事務費は、法改正に伴うシステム改修に要する委

託金です。 

 １６款１項県負担金は、児童手当及び障害者自立支援給付費の増に伴う県負担金の

増です。 

 １６款２項県補助金は、民生費補助金、農林水産業費補助金、災害復旧費補助金の

合計で４０５万８,０００円の増です。 

 １８款１項１目一般寄附金は、豪雨災害に対する寄附金です。 

 １２ページです。 
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 １８款１項２目指定寄附金は、ふるさと応援寄附金を１,５５０万円増額するもので

す。 

 １９款繰入金は、財政調整基金繰入金を３億５,９６１万９,０００円増額するもの

です。 

 ２０款繰越金は、前年度繰越金の確定によるものです。 

 ２１款諸収入の公共建物災害共済金４３４万円は、豪雨災害時の第３分団消防自動

車破損に対する共済金となっております。 

 ２２款町債は、９,１９５万１,０００円の増額です。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  議案書の２２ページをお願いいたします。 

 議案第４５号「平成３０年度筑前町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

について」 

 平成３０年度筑前町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり

提出する。 

 本日付、町長名でございます。 

 別冊の国保特別会計補正予算（第３号）をお願いいたします。 

 １ページです。 

 平成３０年度筑前町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５,９２４万５,０００円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３４億２,９０１万１,０００円とする。 

 本日付、町長名でございます。 

 事項別明細書で説明いたしますので、７ページをお願いいたします。 

 まず歳出から御説明いたします。 

 ２款保険給付費１目一般被保険者療養給付費４,７６０万８,０００円の増額補正

は、昨年度上半期と比較いたしまして、入院、外来ともに件数増加によりまして、医

療費が増加しております。このままの状況が続きますと、年間予算に不足が生じるこ

とが推測されましたので、補正を行うものでございます。 

 次に、３目一般被保険者療養費１,１６３万７,０００円の増額補正です。これは、

資格取得に係る医療費の過誤調整が行われまして、年間予算に不足額が生じることが

推測されましたので、補正を行うものでございます。 

 ６ページの歳入をお願いいたします。 

 歳入につきましては、先ほど歳出で説明しました療養給付費及び療養費に係る財源

の交付金となっております。 

 以上で、今議会におきまして補正予算をお願いする国保特別会計補正予算（第３号）

の説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 議  長  上下水道課長 

上下水道課長  それでは、議案書の２３ページをお願いいたします。 

 議案第４６号「平成３０年度筑前町下水道事業会計補正予算（第２号）について」 

 平成３０年度筑前町下水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

 本日付提出、町長名でございます。 

 申しわけございませんが、別冊の平成３０年度筑前町下水道事業会計補正予算書

（第２号）をお願いいたします。 

 それでは、説明に入ります。１ページをお願いいたします。 

 平成３０年度筑前町下水道事業会計補正予算（第２号）。 
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 第１条、平成３０年度筑前町下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

 第２条、平成３０年度筑前町下水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び収

益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

 収入の第１款下水道事業収益第２項営業外収益３３万７,０００円を減額補正いた

しまして、総額１４億４,８３２万８,０００円とするものでございます。 

 支出の第２款下水道事業費用第１項営業費用３３万７,０００円を減額補正し、総額

を同じく１４億４,８３２万８,０００円とするものでございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 第３条、予算第４条に定めた資本的収入及び資本的支出の予定額を次のとおり補正

する。なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額４億６７７万５,０００

円は、当年度分損益勘定留保資金４億６７７万５,０００円で補填するものでございま

す。 

 収入の第３款資本的収入第３項補助金３３万７,０００円を増額補正し、総額を３億

２,０１８万３,０００円とするものです。 

 支出の第４款資本的支出第１項建設改良費３３万７,０００円を増額補正し、総額７

億２,６９５万８,０００円とするものでございます。 

 ３ページをお開き願います。 

 第４条、予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり改める。 

 第１号職員給与費を４,７６６万４,０００円といたします。 

 第５条、予算第９条に定めた一般会計からこの会計へ補助を受ける金額を次のとお

り改める。 

 第１号、減価償却費としての経費を４０３万３,０００円、第２号、公債費としての

経費を１億９,００８万５,０００円とするものでございます。 

 議  長  課長、金額の訂正を。最後の数字が。 

上下水道課長  済みません、失礼いたしました。金額が間違っていたみたいでございます。 

 公債費としての経費を１億９,０８５万円とするものでございます。失礼いたしまし

た。 

 補正の内容について御説明いたします。 

 事項別明細書の１５ページをお開き願いたいと思います。 

 最初に、収益的収入及び支出の収入の分でございます。 

 １款下水道事業収益２項営業外収益２目他会計補助金３３万７,０００円の減とな

ります。収益的支出の浄化センター維持管理業務委託費の減に伴いまして、減価償却

費繰入金を減額するものでございます。 

 １７ページをお願いいたします。 

 次に歳出でございます。 

 ２款下水道事業費用１項営業費用１目管渠費１６節の修繕費９７万５,０００円の

増でございます。安野地区の過去、下水道の復旧で舗装しておりました舗装が劣化に

よりまして、路面凹凸が著しく、振動を解消するために舗装補修が必要となったため、

修繕費を増額するものでございます。 

 同じく、２目処理場費２１節委託料１８９万２,０００円の減です。浄化センター維

持管理業務委託費の減に伴いまして減額するものでございます。 

 同じく、４目総係費の給料以下につきましては、人件費に係る分といたしまして５

８万円の増でございます。 

 ２０ページをお開き願います。 

 次に、資本的収入及び支出の収入でございます。 
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 ３款資本的収入３項補助金３目他会計補助金３３万７,０００円の増です。資本的支

出の建設改良費に係る人件費の増に伴うものでございます。 

 ２１ページをお開きください。 

 次に、歳出でございます。 

 ４款資本的支出１項建設改良費１目施設整備費の給料以下人件費に係る分といた

しまして、３３万７,０００円を増額するものでございます。 

 以上で、筑前町下水道事業会計補正予算（第２号）についての説明を終わらせてい

ただきます。 

 引き続きまして、議案書の２４ページをお願いしたいと思います。 

 議案第４７号「平成３０年度筑前町水道事業会計補正予算（第１号）について」 

 平成３０年度筑前町水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 本日付の提出で、町長名でございます。 

 恐れ入りますが、別冊の平成３０年度筑前町水道事業会計補正予算書（第１号）を

お願いいたします。 

 平成３０年度筑前町水道事業会計補正予算（第１号）。 

 １ページをお開き願いたいと思います。 

 第１条、平成３０年度筑前町水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

 第２条、平成３０年度筑前町水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び収益

的支出の予定額を次のとおり補正する。 

 収入の第１款収益的収入第２項営業外収益３３３万４,０００円を減額補正し、総額

４億３,７８１万５,０００円とするものでございます。 

 支出の第１款収益的支出第１項営業費用１５１万８,０００円を増額補正し、総額４

億６,６３６万８,０００円とするものでございます。 

 第３条、予算第８条に定めた一般会計からこの会計への補助を受ける金額を次のと

おり改める。 

 第１号、高料金対策としての経費を８,７５５万９,０００円とするものでございま

す。 

 補正内容についての御説明をいたします。 

 補正予算（第１号）付属書類の９ページをお開き願いたいと思います。 

 最初に、収益的収入及び支出の収入に関する分でございます。 

 １款水道事業収益２項営業外収益２目他会計補助金３３３万４,０００円の減でご

ざいます。これは、平成３０年度の地方公営企業繰出金の総務省繰入基準額が変更に

なりまして、その変更に伴いまして、高料金対策他会計補助金を減額するものでござ

います。 

 １１ページをお開きください。 

 次に支出の分でございます。 

 １款水道事業費用１項営業費用３目総係費の委託料１５１万８,０００円の増でご

ざいます。水道料金システムにおけます元号改定に対応するために、委託料を増額す

るものでございます。 

 以上で、水道事業会計補正予算（第１号）についての説明に代えさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

 議  長  議案の説明が終わりました。 

日程第１６  

 議  長  日程第１６ 請願第２号「少人数学級推進などの定数改善、義務教育費国庫負担制

度２分の１復元にかかわる意見書の提出を求める請願書」について、お手元にお配り
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しました請願文書表のとおり、所管の常任委員会に付託しましたので報告いたしま

す。 

日程第１７  

 議  長  日程第１７ 発議第５号「筑前町議会委員会条例の一部を改正する条例の制定につ

いて」を議題とします。 

 議案の提案理由の説明を提出者に求めます。 

 田中議員 

 田中副議長  それでは、ただいまから発議第５号の提案理由の説明をいたします。 

 議会提出議案書の７ページをお開きください。 

 発議第５号「筑前町議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について」 

 上記の議案を別紙のとおり、筑前町議会会議規則第１３条第１項の規定により提出

します。 

 提出者、田中政浩、賛成者は石丸時次郎議員、奥村忠義議員であります。 

 提案の理由。筑前町議会の議員定数の削減に伴い、常任委員会の委員の定数を変更

するため、条例を改正するものです。これがこの条例案を提出する理由であります。 

 ８ページを御覧ください。 

 筑前町議会委員会条例の一部を改正する条例。 

 筑前町議会委員会条例（平成１７年筑前町条例１４５号）の一部を次のように改正

する。 

 表の右が現行で、左が改正案でございます。 

 第２条第１項、総務建設常任委員会の定数を８から７にします。 

 第２項、文教厚生常任委員会の定数を８から７人にします。 

 附則、この条例は平成３１年２月１日から施行します。 

 以上で説明を終わります。 

 議  長  説明が終わりました。 

 これから質疑を行います。 

 （質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。 

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。 

 これから、発議第５号「筑前町議会委員会条例の一部を改正する条例の制定につい

て」を採決します。 

 発議第５号は、原案のとおり決定することに賛成の方は挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。したがって、発議第５号「筑前町議会委員会条例の一部を改正する

条例の制定について」は原案のとおり可決されました。 

 散  会  

 議  長  以上で本日の日程は全部終了しました。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

（１１：０５） 

 


